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外国語教育の学習効果向上のための環境の考察 
 
辻野 富美子 
 
【修士論文概要書】 
 
 日本における外国語学習者が、よりその外国語能力を伸長するための環境整備が不十
分ではないかという問題意識から本論文の研究に至ったものである。その背景には、国外
での医療と観光をあわせたメディカルツーリズム市場に参入しようとするも、先端医療な
ど技術面での非選択性はあるものの、通訳人の養成が不十分であること。日本における外
資系企業の対日投資比率が他のアジア諸国と比較して減少していることなど、国際的な競
争の中で、日本が勝ち残るための技術開発に力を入れているものの、それを国外にアピー
ルすることができていない状況ではないだろうか。日本の外国人顧客に向けた新聞、雑誌
やテレビなどの報道機関の英語化、インターネット内の情報に関しても不十分な英語化を
みても明らかである。たとえば、2010 年 3 月、東日本大震災が発生した際、原子力発電
所の事故に関して新聞報道されていたが、同じ会社の日本語サイトでは原子力発電所事故
のニュースは見出しなっているものの、同一会社の英語サイトでは事故に関しての情報が
抜け落ちているといった状況がみうけられることもある。日本人にとって、日本語と同様
に英語を使えるようになるための外部環境的も不十分であるといえる。 
 まず、第 1 章では、日本の教育政策と学習者を取り巻く環境について概論する。文部科
学省は、2011 年から小学校 5・6 年生を対象に外国語授業を必修としている。コミュニケ
ーション力が現代社会を生き抜く力として必要とされるだけでなく、早期の発音・発話学
習によって、言語能力の定着度が向上するということもあり、早期外国語教育が期待され
るものとなっている。『「英語が使える日本人」育成のための行動計画』においても、文
部科学省は、「日本人の多くが、英語力が十分でないために、外国人との交流において制
限を受けたり、適切な評価が得られなかったりといった事態も生じています。また、同時
に、英語の習得のためには、まず国語で自分の意思を明確に表現する能力を涵養する必要
もあります。」という認識であることを発表している。2011 年、小学校における英語の
授業の必修化に向けて、2008 年から 2 年間の移行措置をとり、小学校において英語教育
をおこなってきた。移行措置をとった学校を対象に、アンケート調査が実施された結果に
は、外国語教育を受けた小学生は英語学習の必要性について認識し、高い学習意欲をもっ
ているという結果が出ている。しかしながら、学校教育の場において早期外国語教育を導
入していても、その後の中学校、高校において、受験のための英語といった認識が高くな
り、さらに語学を学びたいという意識を低下させる要因として、学習者の理解度があげら
れる。英語の授業についていけない、わからないと答えた中学生は、他教科の数学・社会
と比較しても 0.3～9.9％の差があることが、国立教育政策研究所の調査で明らかになって
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いる。日本の外国語教育は、学習の習熟度や達成度を無視した一律教育になっているとい
える。 
「英語が使える日本人」を育てるためのカリキュラムとしては、文部科学省が定める
現行の教育政策や教育環境では不充分な点が多々見受けられる。特に、日本の初等教育の
中で行われる英語の授業については、文法、用語・用法等の言語学的な習得を目指すもの
であるというよりも、興味や関心を引き、語学学習に対するネガティブな印象を持たせな
いためのものであるといえる。早期に英語の授業を実施することは、耳を育てるためであ
るという目的から、チャンツや歌などを取り入れた授業が実施されている。一方で、小学
校での教育を終えた段階で、Reading（読み）, Writing（書き）といった書面上の学習の
時間が多くなり、 Listening（聞き取り）、Speaking（会話）の授業は大幅に削られ総合的
に語学を運用する能力を伸長させるための一貫したプログラムが実施されているケースは
私立のエスカレーター校で実施されているに留まっているのが現状である。 
 同じアジア圏内で、かつ、日本と同等の国内生産（GDP）比率を保持しつつ、外国語
教育を国策として取り組んでいるシンガポールの教育に関して注目し、第 2 章でその特徴
を明らかにしたい。シンガポールでは、2003 年から、教育の望ましい成果のなかのひと
つの目標として、複雑化する生活環境をいかにして生きるか、ということを焦点にして
「革新と新取の気象：Innovation&Enterprise」を掲げている。これは単に教育を数値的な
評価だけでなく、評価が困難であるが社会生活を営むうえで重要となる人格や知恵を身に
付けさせることを目的としたものである。この「革新と新取の気象」の具体的な項目とし
ては、(1)探求の精神と独自の思考、(2)失敗のリスクを知りながら他と異なる方法を試み
る態度、(3)強靭な性格、挫折しても立ち直り再びトライする能力、(4)チームに参加し、
チームをリードし、チームで戦う態度、(5)社会に報いるという感覚といったものである。
この発表を受け、2005 年には”learn more，teach less”という教育方針が打ち出され、学
習効果の向上のために暗記を主とした詰め込み型教育から、子どもの才能を重んじ、躓い
たことから発見し振り返る自主的な学習の重要性をうたっている。 
 シンガポールの特徴的な教育システムとして、能力別・進路別（職業訓練等）のカリキ
ュラムが整備されていること、学習者が自己の選択の下に能力開発を行うために教育シス
テムを利用することができるように整備されている。厳密なレベル別カリキュラムを実施
することで、より能力の高い人材を育成するという国家戦略を充足している。初等教育に
おいて実践的な語学、算数、理科などの自然科学の学習に重点が置かれている。シンガポ
ール教育庁によると、小学校 1～4 年間は、年間授業時数の 32％が英語、36％が母語、
20％が数学、残りの 22％で道徳、科学、社会、美術、音楽、そして保健体育という基礎
的な教育軸を言語においている。4 年生修了時に、語学の効果測定がなされ、5・6 年生で
の語学教育のレベル分けがされる。さらに義務教育である小学校（Primary School）・中
学校（Secondary School）の各過程を修了する際、効果測定としての学科試験が実施され
ることとなったが、この試験の達成度試験を導入した当初、受験児童の 50％以上が留年
することとなった。この留年者数の多さを問題と捉え、2005 年教育大臣が”Learn more, 
Teach less”という声明を発表し、教育の機会均等及び国民の皆教育の必要性から教育制
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度改革を行うこととなった。現在では約 10％の児童が留年を決め、6 年次で卒業せず引き
続き 7 年目を修学している。この約 10％の児童のなかには、低学力のため試験を脱落し
たため同じコースを留年する者、あるいは基礎語学コースで修学していたが上級コースに
移動してさらに 1 年間教育を受ける者などがおり、各々選択が可能となっている。シンガ
ポール教育庁は小学校・中学校を義務教育期間と定め、国民に教育を受けることの必要性
及び各ステージ卒業時に身につけておくべき能力を定めている。 
 中学校、高等学校においても、職業教育あるいは高等教育を見据えた教育課程に進むこ
ととなる。本論文ではシンガポールに所在する南洋女子中学校、南華高等学校へのヒアリ
ング調査を実施した。今回の調査で、両校共に英語の授業だけでなく、数学や科学など他
教科においても英語を使用した授業が行われていることが明らかとなった。また、教授方
法については、ホワイトボードやプロジェクターを使用した伝統的な教師中心の教授方法
ではあるが、iPad などのツールを使用した演習を数多く行うなど、特徴的な授業がなさ
れている。iPad などの端末を入学時に各個人 1 台所有にしたこと、学校内にインフラとし
てのネットワークを完備したことによるハード面での充実と、授業において端末を有効的
に利用するための教材開発を行う時間が十分に取れるという教員の勤務体制がとられてい
ることに関しても注目すべきである。さらに、学校教育を卒業後も、コミュニティセンタ
ーなどを活用して自己の能力向上を図ることも可能であるだけでなく、生涯教育としての
門戸も開かれている。 
 第 3 章では、第 1 章における日本と、第 2 章におけるシンガポールの英語教育を比較す
ると、説末添付の小学校 6 年生で使用している教科書を見てもわかるように、語学力の差
が歴然としている。シンガポールは小学校 1 年生から英語の学習が始められるため、語学
を学び始めて 6 年経過している。修学 6 年目であることを考えると日本の高校 1 年生と修
学年数が同等となるが、パラグラフリーディングなどの内容がまとめられており、早期に
日本よりも高いレベルの学習が行われていることがわかる。このような積み重ねが、日本
とシンガポールの語学力の差として現れているのではないだろうか。 
 シンガポールの早期レベル別教育は日本で言うところの「落ちこぼれ」を量産し、早期
に言語能力のみによってレベル別学習を実施することに関して、他教科の例えば科学の分
野で能力の高い人物の発掘、育成が遅れたり、その芽を摘み取るといった批判もある（案
浦、2001）。また、早期のレベル別教育がなされることに対して、各都道府県など地域
で確保できる教員数にばらつきがあることなどから、レベルを振り分けることによって地
域格差が大きくなるという批判もあり、さらに基礎文法の形態の大きく異なる日本語と英
語を同時に早期に学ぶことの弊害も指摘されている（江利川春雄,2009）。しかしながら、
文部科学省は「英語が話せる日本人」プロジェクトにおいて、英語が話せないことによっ
て日本人の能力が充分に活かせないという。さらに企業社会からの外国語を習得した人材
へのニーズをみてみると、語学堪能な人材の存在が企業活動の円滑な運営に寄与するとい
うことがいえることや、外資系企業に限らず、国内資本の企業からも、日本語を話せる外
国人労働者の雇用を促進しようとする動きがあるなど、日本における語学教育のレベル向
上を見据えた対策が必要であるといえる。 
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 現行の日本の教育状況から、外国語の使えるような人材の育成をめざすために、有線放
送の英語化、中等教育期間の受験英語対策からの脱却、義務教育期間の留年等の措置、生
徒一人当たりの教員数（S/T 比）の引き上げ、教員の指導力向上のため環境づくり、多角
的な人事評価制度など、英語習得のための新たな政策が、日本をグローバル世界で生き残
るために必要なことである。本論文では、制度及び学習者にとっての教育環境である教
材・副教材、教員などについて触れてきたが、政策として実施するにあたって必要である
財源の確保と配分といった点についての考察は不十分であるため、今後の研究課題とした
い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
